
平成１２年工業統計速報（要旨）

－ 事業所数、従業者数は９年連続の減少、
－出荷額、付加価値額は３年ぶりの増加

平 成 １ ３ 年 ９ 月 ２ ０ 日
経済産業政策局調査統計部

本速報（概況）は、平成１２年１２月３１日現在で実施した工業統計調査結果の
うち、従業者１０人以上の製造事業所についてとりまとめたものである。

速報のポイント

概 況 ・事業所数、従業者数ともに９年連続の減少
・事業所数は、３年連続全産業で減少
・出荷額、付加価値額は、３年ぶりの増加
・出荷額は、石油・石炭製品、電気機械、一般機械、
非鉄金属、鉄鋼などで増

・１事業所当たり出荷額は、過去最高
・付加価値額は、電気機械、非鉄金属、鉄鋼などで増
・従業者１人当たり付加価値額は、過去２番目の高水準
・有形固定資産投資総額は、３年ぶりの増加
電気機械が増加に大きく寄与

・リース契約額は、1兆 829億円、機械産業が過半

都道府県別 ・事業所数は、４６県で減、従業者数は、４３県で減
の動向 ・出荷額は、４０県で増加

・出荷額の多い県は、愛知、神奈川、東京、大阪

主要項目の前年比推移
（従業者１０人以上の事業所）

注：平成１０年調査において、事業所の捕捉を行ったため、前年比等については
時系列を考慮したもので算出している。
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（従業者10人以上の事業所）１．我が国の工業の概要
・事業所数は、15万4669事業所、前年比▲ 2.9％と９年連続の減少。減少幅は縮小。
・従業者数は、806万人、同▲ 2.3％と９年連続の減少。減少幅は縮小。
・出荷額は、288兆円、同3.0％と３年ぶりの増加。１事業所当たり出荷額は、過去最高。

、 、 。 、・付加価値額は 103兆円 同2.0％と出荷額同様３年ぶりの増加 １人当たり付加価値額は
過去２番目の高水準。

（従業者10人以上の事業所）２．産業別の状況
①事業所数
・衣服・その他の繊維製品、繊維工業、なめし革・同製品・毛皮、家具・装備品、木材・
木製品など全産業が３年連続の減少となったが、ほとんどの産業で減少幅は縮小。

・多いのは、食料品、一般機械、電気機械、金属製品。この４産業で全体の４６％。
②従業者数
・１０年、１１年と全産業で減少。１２年はプラスチック製品、非鉄金属の微増を除く
全産業で減少。

・多いのは、電気機械、食料品、一般機械、輸送機械。この４産業で全体の５３％。
③出荷額
・石油・石炭製品、電気機械、一般機械、非鉄金属、鉄鋼業等の産業が増加。衣服・
その他の繊維製品、繊維工業、なめし革・同製品・毛皮、木材・木製品等で減少。

産業別出荷額の前年比
（従業者１０人以上の事業所）

・出荷額の大
きい産業は、電気機
械、輸送機械、一般
機械、化学工業。この４産業で

全体の５４％。
・１事業所当たり出荷額は、過去最高の18.6億円、前年比6.1％の増加。

産業別出荷額の構成比 １事業所当たり出荷額の推移
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（従業者10人以上の事業所） （従業者10人以上の事業所）
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287兆6890億円
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従業者１人当たり付加価値額の推移④付加価値額
（従業者10人以上の事業所）・電気機械、非鉄金属、鉄鋼業、一般機械

など１０産業が増加、石油・石炭製品、衣
服・その他の繊維製品、なめし革・同製品
・毛皮、輸送機械、繊維工業など１２産業
が減少。

・付加価値額の大きい産業は、電気機械、輸
送機械、化学工業、一般機械、この４産業
で全体の５２％。

・従業者１人当たり付加価値額は、製造業平
均1282万円と平成９年に次ぐ２番目の水
準、前年比は4.4％と３年ぶりの増加。

（従業者３０人以上の事業所）⑤有形固定資産投資総額
・投資総額は11兆円、前年比2.2％と３年ぶりの増加。

（従業者３０人以上の事業所）⑥リース契約額・支払額
・リース契約額、支払額とも機械産業が過半を占める。

（従業者10人以上の事業所）３．都道府県別の状況
都道府県別、事業所数、従業者数、出荷額、付加価値額の状況

（従業者１０人以上の事業所について）

①事業所数は、山梨を除く４６県で減少。従業者数は、４３県で減少。
②事業所数の減少率が大きいのは、鳥取、高知、島根、秋田、岡山、東京、宮崎。
③従業者数の減少率が大きいのは、鳥取、神奈川、山口、愛媛、長崎、大阪、高知。
④出荷額は、島根、熊本、山梨、大分、長崎、京都、長野、山形等４０県で増加。
⑤出荷額の増加率の大きいのは、島根、熊本、山梨、大分、長崎、京都、長野、山形。
・多い県は、愛知、神奈川、東京、大阪、静岡、埼玉、兵庫。
・出荷額第１位の産業は電気機械が最も多く、過去最多の２８県。

⑥付加価値額は、山梨、島根、山形、熊本、大分等３１県で増加。
都道府県別出荷額の前年比
（従業者１０人以上の事業所）

　事業所数の多い 　従業者数の多い 　出荷額の多い 　付加価値額の多い
都道府県 都道府県 都道府県 都道府県

(事業所) (人) (百万円) (百万円)
大　阪 12,780 愛　知 721,120 愛　知 33,168,031 愛　知 10,016,745
愛　知 11,259 大　阪 515,661 神奈川 21,132,474 神奈川 7,269,572
東　京 10,553 神奈川 461,863 東　京 16,610,140 東　京 6,749,135
埼　玉 8,380 東　京 443,661 大　阪 16,386,206 大　阪 6,491,848
静　岡 7,284 静　岡 409,398 静　岡 15,621,490 静　岡 5,799,073
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(従業者10人以上の事業所)４．地域別出荷額の動向
バブル崩壊後の製造業のボトムからの出荷額の動向について地域別にその特徴をみることとする。なお、工業統計調査結果による

製造業におけるバブルのピーク及びボトムは平成３年及び６年である。

①地域別出荷額(平成6年=100)は、全地域とも平成９年まで増加、以降落ち込んだが、１２年は
増加に転ず １０年以降の推移は 東北 九州 中部の３地域ではボトムの６年の水準を上回っ。 、 、 、
て推移、北海道、関東、近畿、中国、四国の５地域は６年の水準を下回る推移。

地域別出荷額の推移(平成６年=100)

地域別にみると、８地域ともボトム（６年）から３年連続増加のあと、１０年、１１年は②
減少となったが、１２年はいずれの地域も増加に転じた。このうち、東北、九州、中部な
ど電気機械工業を中心に事業所の新規立地、稼働が本格化した地域は他の地域に比べ水準
が高いものとなっている。

＜参考＞２０世紀後半にみる我が国製造業の構造変化
２０世紀後半の産業別事業所数を全産業でみると、サービス業など三次産業のウェイトが高ま

り 製造業のウェイトは縮小傾向にある 製造業の中では繊維工業 食料品等といった軽工業から、 。 、
鉄鋼業 化学工業 機械産業などの重化学工業へとウエイトの高まりがシフトしてきた 当初は重、 、 。
化学工業の中でも資本集約型産業 鉄鋼業 化学工業 のウェイトが大きかったものの 次第に電（ 、 ） 、
気機械 輸送機械といった技術集約型産業 機械産業 のウェイトが高まり 昭和２５年の１割か、 （ ） 、
ら平成１２年では22.7％へウエイトが拡大している。

事業所数の構成比の変化（平成１２年－昭和２５年 （全事業所））
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